
憲章・指針 施策・事業名 概要 要求額(千円） 対象 当面の取組事項 新規・継続 重点施策 会計区分 府省名

１　総　論 仕事と生活の調和推進企業ネットワーク構築

仕事と生活の調和の実現のために不可欠な企業
等の取組を促すため、企業規模や業種の違いに配
慮しつつ、企業内推進者の横のつながりの場を提
供するとともに、その時々の企業等のニーズを適
時適切に把握するため、企業の推進者が集まる場
を設ける。当該ネットワークにおいて、メールマガジ
ンの発行や情報交換会の開催、大臣との意見交換
などを行う。

2,383 企業
1.(4) ④ 「仕事と生活の調和
推進企業ネットワークの構築

継続 ○ 一般会計 内閣府

①全国や地域での国民の
理解や政労使の合意形成
を促進する。

地域における男女共同参画促進総合支援

地域における様々な課題(地域おこし、就労・
再就職、ワーク・ライフ・バランス、介護、高
齢者の社会参画・自立支援、子育て、防災等)
解決に向けた取組を支援するため、適切な指
導・助言ができるアドバイザーの派遣等を行
う。

55,984 地域 継続 一般会計 内閣府

「家族の日・家族の週間」連携推進

子育てを支え、子育てを共に喜びあえるような
家族や地域の素晴らしさや価値を再認識しあえ
るよう、「家族の日・家族の週間」を実施し、
国民一人ひとりの具体的取組を促す。

14,013
企業
地域
国民

継続 一般会計 内閣府

中小企業における次世代育成支援対策の推進
「中小企業一般事業主行動計画策定推進２か年集
中プラン」の実施により、中小企業における次世代
育成支援対策を推進する。

560,139 企業
Ⅰ.(１)②企業による取組の実
効性の確保

継続 ○
一般会
計・

特別会計
厚生労働省

中小企業対策

経済危機を乗り越えるための緊急対策及び危機
「後」を見据え、新しい需要を創出するための対策
として、下請適正取引等の推進や資金供給の円滑
化等の取組を通じ中小企業等の生産性向上などを
引き続き着実に推進する。

100,644,526 企業 継続 ○ 一般会計 経済産業省

②次世代育成に対する企
業の取組促進のための対
策の検討等を進め、生活
の時間の確保や多様な働
き方を可能とする雇用環
境整備を目指した制度的
枠組みを構築する。

平成22年度仕事と生活の調和関係予算調査票

④経済全体の生産性の向
上を図っていく観点か
ら、中小企業等の生産性
向上（地域資源活用促進
プログラムによる新事業
創出支援、ＩＴを活用し
た財務会計の整備、下請
適正取引等の推進や資金
供給の円滑化等）など包
括的な取組を引き続き着
実に推進する。
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⑤先進企業の好事例等の
情報の収集・提供・助
言、中小企業等が行う労
働時間等設定改善の支援
等、仕事と生活の調和の
実現に取り組む企業を支
援する。

労働時間等設定改善に向けた取組の推進

労働時間等設定改善法に基づき、企業等に対する
支援事業を実施し、企業や事業場における労使の
自主的取組を促進することにより、長時間労働の
抑制、年次有給休暇の取得促進等、労働時間等の
設定改善の促進を図る。

1,584,653 企業

Ⅰ総論
（２）仕事と生活の調和に取り
組む主体への支援
　①ノウハウ・好事例・専門家
によるアドバイスの提供やイン
センティブの付与による取組
支援
Ⅳ多様な働き方・生き方の選
択
　（２）地域活動への参加や自
己啓発の促進

一部新規 ○ 特別会計 厚生労働省

⑥労働基準法、労働契約
法、パートタイム労働法
等関係法令の周知を図る
とともに、法令遵守のた
めの監督指導を強化す
る。

パートタイム労働法に基づく均衡待遇の確保

パートタイム労働法における均衡待遇の確保と正
社員転換を推進するため、パートタイム労働法に
基づく的なくな指導等を実施するとともに、専門家
の配置等による相談、援助等により事業主を支
援。

469,636 企業 継続 ○
一般会
計・

特別会計
厚生労働省

長時間労働抑制のための重点的な監督指導等の
実施

長時間労働を抑制するため、事業場に対する自主
的な取り組みを促進するための点検の実施や「時
間外・休日労働相談コーナー」の設置等、長時間労
働抑制のための重点的な監督指導等を実施する。

241,804 企業
Ⅲ健康で豊かな生活のため
の時間の確保
　（２）長時間労働の抑制等

継続 ○ 特別会計 厚生労働省

国家公務員の勤務条件等調査

公務における勤務時間・休暇制度等の適正な運
用を図るとともに、これら制度の検討に資する
ため、国の各官署を対象に、勤務時間、休暇、
育児休業等に関する諸項目について、その運用
状況の調査を実施する。

130 調査
Ⅲ（２）長時間勤務の抑制等
Ⅳ（１）①短時間勤務等の普
及

継続 一般会計 人事院

⑦顕彰制度や企業の取組
の診断・点検を支援する
こと等により、積極的取
組企業の社会的な評価を
推進する。

均等・両立推進企業表彰(ファミリー・フレンドリー企
業部門)
（※「育児休業等を理由とする解雇等不利益取扱
いへの対応の強化」の内数）

仕事と家庭のバランスに配慮した柔軟な働き方が
できる企業を表彰する。

3,404
（※407,340千円の

内数）
企業

Ⅰ.(2)①ノウハウ・好事例、専
門家によるアドバイスの提供
やインセンティブの付与による
取組支援

継続 特別会計 厚生労働省

⑧働く者等の自己啓発や
能力開発の取組を支援す
る。 ハローワークにおける職業訓練受講者に対する

就職支援体制の強化

ハローワークにおける職業訓練情報等の収集・
提供、職業訓練の受講あっせん及び職業訓練受
講修了者の就職支援の実施体制を強化する。

5,208,987 国民 Ⅱ（１）②雇用対策の実施 継続 ○ 特別会計 厚生労働省

職業能力の形成支援に係る労働市場のインフラの
整備

公共職業訓練、職業能力評価制度の整備、キャリ
アコンサルティング環境の整備、情報インフラの充
実等を実施する。

56,740,873 国民
Ⅱ（１）①職業能力開発支援の
充実

継続 ○
一般会計・
特別会計

厚生労働省

若年者等に対する職業キャリアの支援
日本版デュアルシステム、地域若者サポートステー
ション事業等を実施する。

12,153,118 国民
Ⅱ.（１）①職業能力開発支援
の充実

継続 ○
一般会計・
特別会計

厚生労働省
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憲章・指針 施策・事業名 概要 要求額(千円） 対象 当面の取組事項 新規・継続 重点施策 会計区分 府省名

２ 就労による経済的自
立

地域産業の担い手育成プロジェクト

　専門高校と地域産業界が連携して、ものづくりや
食・くらしを支え、地域産業を担う専門的職業人を
育成するための取組を関係省庁（経済産業省、国
土交通省、農林水産省）と共同で実施する。

13,092,527
の内数

地域

２(1)勤労観・
職業観を育てる
キャリア教育の
実施

統合 一般会計 文部科学省

①一人ひとりの勤労観、職
業観を育てるキャリア教育
を学齢期から行う。

目指せスペシャリスト

　社会や地域のニーズに応じて、スペシャリストの
育成のために先導的な取組を行う専門高校等に対
する支援を行うことを通じて、職業教育の拠点とし
ての専門高校の活性化を図り、将来の専門的職業
人を育成するための取組を補助する。

13,092,527
の内数

地域

２(1)勤労観・
職業観を育てる
キャリア教育の
実施

統合 一般会計 文部科学省

生徒指導・進路指導総合推進事業（新規）

生徒指導・進路指導は教科指導等とともに初等中
等教育段階における学校教育の根幹となる重要な
要素であるが、生徒指導上の諸問題について見れ
ば児童生徒の問題行動等が複雑化・多様化し、対
応・解決が困難な事例が増加している。また、進路
指導では、生涯にわたるキャリア形成の基本となる
能力・態度を育成することが重要となってきており、
いずれについても全国的な充実が課題である。そ
のため、外部機関等との連携協力、専門的人材の
活用、対応プログラムの開発など様々なアプローチ
により事業を実施し、その有効性の検証と成果の
普及を図る。

490,763 地域
2.(1)勤労観・職業観を育てる
キャリア教育の実施

新規 一般会計 文部科学省

キャリア教育民間コーディネーター育成・評価シス
テム開発事業

地域で一体となったキャリア教育を推進するため、
学校と企業等の仲介役となるコーディネーターを育
成する研究開発など、コーディネーターの「質」及び
「量」を確保するための基盤を構築する。

108,000 企業
Ⅱ．（２）②キャリア教育の充
実

継続 一般会計 経済産業省

②フリーターの常用雇用
化を支援する。

「フリーター等正規雇用化プラン」の着実な推
進

就職氷河期に正社員になれなかった年長フリー
ター等（２５～３９歳）を重点に、必要に応じ
て担当者制による職業相談・職業紹介から職場
定着までの一貫した支援や助成制度の活用等に
より年長フリーター等の正規雇用化を推進す
る。また、年長フリーター等向けの訓練コース
の長期化など、年長フリーター等の安定雇用に
向けた対策を強化する。

35,330,767 国民
Ⅱ（２）①フリーター等の
常用雇用化の支援

継続 ○
一般会
計・

特別会計
厚生労働省

国家公務員中途採用者選考試験の実施

・「骨太の方針2006（平成18年7月7日閣議決定）」
に掲げられた「30～40歳程度のフリーター等にも国
家公務員への就職機会を提供する仕組み」として、
平成19年度から実施
・試験の程度はⅢ種相当。学歴、職歴は問わず、
29歳以上40歳未満の者を対象。

9,739 国民 継続 一般会計 人事院

マザーズハローワーク事業の拡充
事業拠点の増設、地域の子育て支援施設等との
ネットワーク強化等、マザーズハローワーク事
業を拡充する。

2,168,385 国民 Ⅱ（１）②雇用対策の実施 継続 ○ 特別会計 厚生労働省

③若者や母子家庭の母
等、経済的自立が困難な
者の就労を支援する。
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憲章・指針 施策・事業名 概要 要求額(千円） 対象 当面の取組事項 新規・継続 重点施策 会計区分 府省名

非正規労働者の総合的支援体制の整備

非正規労働者就労支援センターを見直し、職業
紹介・職業相談と生活・住宅相談等を一体的に
実施する非正規労働者総合支援センター(仮
称）を設置する等、非正規労働者の総合的な就
労・生活支援体制の整備を図る。

3,378,302 国民 Ⅱ（１）②雇用対策の実施 一部新規 ○ 特別会計 厚生労働省

 母子家庭等対策総合支援事業

母子家庭の母等に対して、就業支援サービスや生
活支援サービス等を提供する母子家庭等就業・自
立支援事業等により自立支援を行う。

3,474,220 国民 継続 ○
一般会計

厚生労働省

生活保護受給者等就労支援事業

母子家庭の母等に対して、ハローワークと福祉
事務所等とが連携して、個々の対象者の状況、
ニーズ等に応じたプログラムを策定する等の就
労支援を行う。

1,500,055 国民 -    継続 ○
一般会
計・

特別会計
厚生労働省

就職安定資金融資事業

事業主都合による離職者のうち、離職に伴って
住居喪失状態となっている方に対して、住宅入
居初期費用等を貸し付け、住居と就労機会の確
保を支援する。

16,039,813 国民 Ⅱ.（１）②雇用対策の実施 一部新規 ○ 特別会計 厚生労働省

④雇用の維持

雇用調整助成金 134,578,960 企業 - 継続 ○ 特別会計 厚生労働省

中小企業緊急雇用安定助成金 591,161,605 企業 - 継続 ○ 特別会計 厚生労働省

３ 健康で豊かな生活の
ための時間の確保

労働時間等設定改善に向けた取組の推進 (再掲)

労働時間等設定改善法に基づき、企業等に対する
支援事業を実施し、企業や事業場における労使の
自主的取組を促進することにより、長時間労働の
抑制、年次有給休暇の取得促進等、労働時間等の
設定改善の促進を図る。

（再掲） 企業

Ⅰ総論
（２）仕事と生活の調和に取り
組む主体への支援
　①ノウハウ・好事例・専門家
によるアドバイスの提供やイン
センティブの付与による取組
支援
Ⅳ多様な働き方・生き方の選
択
　（２）地域活動への参加や自
己啓発の促進

一部新規 ○ 特別会計 厚生労働省

労使による長時間労働の
抑制、年次有給休暇の取
得促進など、労働時間等
の設定改善の取組を支援
する。

休暇取得・分散化促進実証事業 より柔軟に休暇を取得できる仕組みづくりに向
け、関係省庁、地方自治体、経済界、労働界、
教育界など様々な関係者との連携の下で、高い
効果の期待できる具体的な取組を実証的に実施
する。

28,000 調査 継続 ○ 一般 国土交通省

景気の変動などの経済上の理由による企業収益
の悪化から、生産量が減少し、事業活動の縮小
を余儀なくされた事業主が、雇用する労働者を
一時的に休業、教育訓練又は出向させる場合
や、残業削減を実施することにより雇用を維持
する場合、当該事業主に対してその賃金等の一
部を助成する。
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憲章・指針 施策・事業名 概要 要求額(千円） 対象 当面の取組事項 新規・継続 重点施策 会計区分 府省名

４　多様な働き方の選択

子育て支援人材育成

地域や企業における子育て支援の一層の推進を
図り、仕事と家庭・子育ての両立を促進するため、
経済界、労働界、地方公共団体、ＮＰＯ等の担当者
を対象にワークライフバランス等のセミナーを開催
する。

25,021
企業
地域
国民

新規 一般会計 内閣府

女性医師等復職研修・相談事業
↓（22'要求より名称の変更）
女性医師等就労支援事業

各都道府県において受付・相談窓口を設置して、
復職のための研修受入医療機関の紹介や出産・
育児等と勤務との両立を支援するための助言等を
行い、女性医師等の離職防止や再就業の促進を
図る。

286,010 国民 継続 一般会計 厚生労働省

女性医師センター事業

女性医師バンクにおいて、再就業を希望する女性
医師の就職相談及び就業斡旋等を行うことにより、
女性医師の再就業を支援する。また、再就業にお
ける講習会等を開催し、女性医師の離職防止及び
再就業支援を図る。

155,995
国民 継続 一般会計 厚生労働省

病院内保育運営事業
医療機関に勤務する職員の乳幼児の保育を行う事
業に対し、その運営の一部（人件費等）や、開設の
ための施設整備について補助を行う。

2,058,904 企業 継続 ○ 一般会計 厚生労働省

改正育児・介護休業法の円滑な施行

改正育児・介護休業法の円滑な施行のため、改正
内容の周知徹底を図るとともに、短時間勤務制度
の定着促進をするための支援を行うことにより、継
続就業しながら育児・介護ができる環境を整備す
る。

4,861,471 企業 Ⅳ,(1)①短時間勤務等の普及 継続 ○
一般会
計・

特別会計
厚生労働省

育児休業等を理由とする解雇等不利益取扱いへ
の対応の強化

労使からの相談対応、企業への適正な制度運用に
関する指導等を行う体制を整備することにより、育
児休業等を理由とする解雇、退職勧奨等の不利益
取扱いへの対応を強化する。

407,340 企業 一部新規 ○ 特別会計 厚生労働省

女性の職業キャリアの継続が可能となる環境整備
企業が行う雇用管理改善や女性労働者のモチ
ベーションの維持向上などの取組への支援を行う。

480,872
企業
国民

継続 ○ 特別会計 厚生労働省

事業所内保育施設に対する支援の充実
事業所内保育施設設置・運営等助成金について、
中小企業に対する設置費助成率を引き上げる措置
を継続して実施する。

3,921,267 企業
Ⅳ,(1)②子育て社会基盤の整
備

継続 ○ 特別会計 厚生労働省

①育児・介護休業、短時
間勤務、短時間正社員制
度、テレワークといった
多様な働き方を推進する
とともに、パート労働者
の均衡待遇の推進、働く
意欲と能力のある女性や
高齢者の再就職や就業継
続の支援、促進等、その
多様な働き方を推進する
ための条件を整備する。
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憲章・指針 施策・事業名 概要 要求額(千円） 対象 当面の取組事項 新規・継続 重点施策 会計区分 府省名

パートタイム労働法に基づく正社員との均衡待遇
の確保と正社員転換の推進 (一部再掲)

パートタイム労働法における均衡待遇の確保と正
社員転換を推進するため、専門家の配置等による
相談、援助の実施や雇用管理改善を図る事業主に
対する助成金の支給等により事業主の取組を支
援。
また、短時間正社員制度について、導入企業の具
体的事例等に基づくノウハウの提供等を行うととも
に、本制度を運用する事業主に対する助成措置を
拡充する。

1,526,915
（うち469,636千円は

再掲）
企業 Ⅳ,(1)①短時間勤務等の普及 継続 ○

一般会
計・

特別会計
厚生労働省

テレワーク普及促進対策

企業におけるテレワークに適した職種の開拓に重
点を置いた施策を実施するとともに、テレワーク相
談センターにおける相談やテレワーク・セミナーの
開催を実施する。

60,006
企業
国民

継続 ○ 特別会計  厚生労働省

希望すればいくつになっても働ける高齢者雇用
の促進

高年齢者雇用確保措置の着実な実施を図る。
また、意欲と能力があれば年齢に関わりなく働
ける環境整備を図るため、希望者全員について
65歳まで雇用が確保される制度や70歳まで働け
る制度の導入に取り組む事業主への助成（160
万円を上限）、傘下企業の取り組みに対する相
談援助を行う事業主団体への助成（500万円を
上限）を実施する。

18,325,375 企業
Ⅱ(３)いくつになっても働
ける社会の実現

一部新規 ○
一般会
計・

特別会計
厚生労働省

高齢者の多様な働き方に対する支援の充実

教育・子育て・介護・環境の分野における、
シルバー人材センターと地方公共団体の連携に
よる事業を実施するとともに、より効果的・効
率的なシルバー人材センター事業運営への取組
を進める。

12,541,370 地域
Ⅱ(３)いくつになっても働
ける社会の実現

継続 ○
一般会
計・

特別会計
厚生労働省

マザーズハローワーク事業の拡充（再掲）
事業拠点の増設、地域の子育て支援施設等との
ネットワーク強化等、マザーズハローワーク事
業を拡充する。

（再掲） 国民 Ⅱ（１）②雇用対策の実施 継続 ○ 特別会計 厚生労働省

テレワークの普及推進

機器や場所の制約なく、中小企業等においてもテ
レワークが容易に導入できる環境を実現し、仕事と
家庭の両立や、在宅での業務の幅の拡大、技術や
能力を有する多様な人材の社会参加促進に資する
テレワークの一層の普及拡大を図る。

197,939 企業等
Ⅳ（１）①「短時間勤務等の普
及」

継続 ○ 一般会計 総務省

テレワークの普及推進

業務の効率化とエネルギー削減が期待されるテレ
ワークの環境面での効果を実証し、温室効果ガス
の削減目標を実現する新たな枠組み作りに貢献す
るとともに、テレワークの企業への円滑な導入方策
を検討する。 24,959企業等

Ⅳ（１）①「短時間勤務等の普
及」

新規 ○ 一般会計 総務省
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憲章・指針 施策・事業名 概要 要求額(千円） 対象 当面の取組事項 新規・継続 重点施策 会計区分 府省名

テレワークの普及推進

①企業等のテレワーク導入・推進を図るため、産官
学からなる「テレワーク推進フォーラム」と連携し、
テレワークセミナーや出前講座等を実施し、テレ
ワークを普及させるための活動を実施する。

②テレワーク人口の動向を定量的に把握するた
め、インターネットモニターを利用した実態調査を実
施し、男女別・職種別等の人口比率や在宅型テレ
ワーカーの実態、テレワークの効果等を把握する。

③子育て世代が子どもを一時的に預けて働く環境
を実現するため、テレワークに必要な施設の機能
や立地条件等について調査・検討を行う。

42,689企業等
1.育児・介護休業、短時間勤
務等の多様な働き方の推進
（５）テレワークの普及・促進

継続 ○ 一般会計 国土交通省

女性研究者支援モデル育成
女性研究者が研究と出産・育児等を両立し、その
能力を十分に発揮しつつ研究活動を行える仕組み
を構築するモデルとなる優れた取組を支援する。

29,643,000（千円）
の内数

国民 継続 一般会計 文部科学省

女性研究者養成システム改革加速

多様な人材の育成・確保及び男女共同参画の推
進の観点から、特に女性研究者の採用割合等が
低い分野である、理学系・工学系・農学系の研究を
行う優れた女性研究者の養成を加速する。

29,643,000（千円）
の内数

国民 継続 一般会計 文部科学省

出産・育児による研究中断からの復帰支援（特別
研究員事業）

　出産・育児による研究中断後に、円滑に職場復
帰できるよう、（独）日本学術振興会の特別研究員
事業において支援を実施する。

521,280（千円） 国民 継続 一般会計 文部科学省

創業人材育成事業

全国商工会連合会、日本商工会議所を通じて、創
業に向けて具体的な行動計画を有する者に対し、
創業に必要な実践的能力を習得させる創業塾等を
行い、女性向け創業塾も実施する。

1,096,208 国民 継続 一般会計 経済産業省

女性、若者／シニア起業家支援資金

多様な事業者による新規事業の成長を支援するた
め、女性、若者（３０歳未満）又は高齢者（５５歳以
上）のうち新規開業して概ね５年以内の者に対し
て、低利の融資を行う。

財投 国民 継続 経済産業省

新創業融資制度

女性、若者／シニア起業家支援資金において事業
計画（ビジネスプラン）の審査により、起業概ね２年
以内の事業者を対象とした無担保・無保証・法人代
表者の保証が必要のない、特例措置を行う。

財投 国民 継続 経済産業省

民間企業の勤務条件制度調査
国家公務員の勤務条件の諸制度を検討するため
の基礎資料を得ることを目的として、民間企業
における勤務条件制度の調査を行う。

1,968 調査 継続 一般会計 人事院
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憲章・指針 施策・事業名 概要 要求額(千円） 対象 当面の取組事項 新規・継続 重点施策 会計区分 府省名

仕事と育児、介護等の両立支援策の推進

両立支援制度の周知徹底と職場の環境整備を一
層推進するために、「各省庁両立支援連絡協議
会」を開催するとともに、両立支援制度の説明
資料を作成・配布する。

348 職員 Ⅳ．(1)①短時間勤務等の普及 継続 ○ 一般会計 人事院

②在宅就業の環境整備の
ための枠組みを検討す
る。 良好な在宅就業環境の確保

在宅就業を仲介する機関による安定的な仕事の
確保の支援等により、適正な在宅就業環境の整
備を図るほか、必要な支援策等を検討する。

63,123 国民 継続 ○
一般会
計・

特別会計
厚生労働省

テレワーク普及促進対策（再掲）

企業におけるテレワークに適した職種の開拓に重
点を置いた施策を実施するとともに、テレワーク相
談センターにおける相談やテレワーク・セミナーの
開催を実施する。

（再掲）
企業
国民

継続 ○ 特別会計  厚生労働省

テレワークの普及推進　（再掲）

①企業等のテレワーク導入・推進を図るため、産官
学からなる「テレワーク推進フォーラム」と連携し、
テレワークセミナーや出前講座等を実施し、テレ
ワークを普及させるための活動を実施する。

②テレワーク人口の動向を定量的に把握するた
め、インターネットモニターを利用した実態調査を実
施し、男女別・職種別等の人口比率や在宅型テレ
ワーカーの実態、テレワークの効果等を把握する。

③子育て世代が子どもを一時的に預けて働く環境
を実現するため、テレワークに必要な施設の機能
や立地条件等について調査・検討を行う。

42,689企業等
1.育児・介護休業、短時間勤
務等の多様な働き方の推進
（５）テレワークの普及・促進

継続 ○ 一般会計 国土交通省

③男性の育児休業の取得
促進方策の検討等を進
め、男性の子育て参加の
支援・促進を図る。

男性の育児休業の取得促進
父親も子育てができる働き方の実現に向けて、育
児・介護休業法の改正の周知徹底等により、男性
の育児休業取得を促進する。

29,529 国民
Ⅳ,(1)③男性の子育てへの関
わりの促進

継続 ○ 特別会計 厚生労働省

仕事と育児、介護等の両立支援策の推進

両立支援制度の周知徹底と職場の環境整備を一
層推進するために、「各省庁両立支援連絡協議
会」を開催するとともに、両立支援制度の説明
資料を作成・配布する。

（再掲） 職員 Ⅳ．(1)①短時間勤務等の普及 継続 ○ 一般会計 人事院

放課後児童健全育成事業等
共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未満の
児童に対して、放課後に適切な遊びや生活の場を
与えてその健全な育成を図る。

27,420,151 国民
Ⅳ,(1)②子育て社会基盤の整
備

継続 特別会計 厚生労働省

④多様な働き方に対応し
た保育サービスの充実等
多様な子育て支援を推進
する。
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憲章・指針 施策・事業名 概要 要求額(千円） 対象 当面の取組事項 新規・継続 重点施策 会計区分 府省名

待機児童解消策の推進など保育サービスの充実

待機児童解消のための保育所整備等の推進に対
応した、民間保育所における受入れ児童数の増を
図り、また、家庭的保育など保育サービスの提供
手段の拡充を図り、延長保育、病児・病後児保育、
休日保育など保護者の多様なニーズに応じた保育
サービスを充実することなどにより、「子ども・子育
てビジョン（平成21年１月29日閣議決定）」の実現を
推進する。

※子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基
金）
　平成20年度第2次補正予算　100,000百万の内数
（文部科学省分含む）
　平成21年度第1次補正予算　150,000百万の内数
（文部科学省分含む）
　平成21年度第2次補正予算　 20,000百万の内数

388,101,743千円（う
ち5,914,013千円は
再掲）、36,100百万

円の内数

地域
Ⅳ,(1)②子育て社会基盤の整
備

統合
一般会
計・特別
会計

厚生労働省

中小商業活力向上事業

低炭素社会、少子高齢化、安全・安心当の社会的
課題に対応した商店街活性化への取組に対し支援
を行う。具体的には、空き店舗を活用した子育て支
援施設や高齢者交流施設の設置・運営等に係る経
費の一部を支援する。

3,175,000千円
の内数

地域 継続 ○ 一般会計 経済産業省

医療・介護等関連分野における規制改革・産業創
出調査研究事業

医療・介護・保育等の分野への民間サービス事業
者等の参入を阻害している規制や制度等の見直し
を進めるため、大規模データ収集・分析等の調査
研究を行う事業を実施する。

2,000,000千円
の内数

地域 新規 ○ 一般会計 経済産業省

地域新事業創出基盤促進補助事業（ソーシャルビ
ジネス振興）

子育て支援対策、高齢社会対策をはじめ多様な社会的
課題をビジネスの手法で解決するソーシャルビジネス
の振興を通じ、地域社会の様々な課題の解決を図ると
ともに、女性や高齢者などの社会進出を促進し、地域
社会・経済の活性化、また働く者の自己実現に貢献す
る。具体的には、ソーシャルビジネス創出のため、中間
支援機能の強化や、成功モデルの他地域移転に関す
る取組に対して補助を行う。

284,000 地域
Ⅳ．（２）地域活動への参加や
自己啓発の促進

継続 一般会計 経済産業省

企業活力強化貸付（地域活性化・雇用促進資金）
＜社会貢献型事業関連＞

子育て支援対策、高齢社会対策をはじめ多様な社
会的課題をビジネスの手法で解決するソーシャル
ビジネスを支援するため、事業者がソーシャルビジ
ネスを行うために必要とする設備資金、運転資金
に対して融資を行う。

財投 地域 継続 ○ 経済産業省
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憲章・指針 施策・事業名 概要 要求額(千円） 対象 当面の取組事項 新規・継続 重点施策 会計区分 府省名

庁内託児施設の整備 自衛隊員の勤務の特殊性（当直勤務、シフト勤
務、非常呼集、長期にわたる演習、訓練及び災
害派遣等）に合った庁内託児施設の設置等を行
う。

5,602 職員
1.(9)国家公務員についての取
組

継続 ○ 一般会計 防衛省

⑤地方公共団体等による
育児・介護の社会的基盤
づくりを支援する。

家庭教育支援基盤形成事業

身近な地域において、すべての親に対する家庭教
育支援の体制が整うよう、子育てサポーターリー
ダーの養成や民生委員等の地域の人材を活用し
た家庭教育支援チームを組織するなど、持続可能
な仕組みをつくり、学校等との連携を図りつつ、多く
の親が集まる機会での学習機会の提供や相談対
応等を行う取組を支援する。

学校・家庭・地域連
携協力推進事業費
補助金13,093百万

円の内数

企業
地域
国民

継続 ○ 一般会計 文部科学省

子どもの生活習慣づくり支援事業

生活環境や社会の影響を受けやすい子どもたち
の基本的な生活習慣を定着させるため、家庭や
学校、地域にとどまらず、仕事と生活の調和の
とれた社会を実現していく観点から、企業など
を含めた社会全体の問題として、生活習慣づく
りに関する研究協議会の開催など、全国的な普
及啓発を推進する。

99,308
企業
地域
国民

新規 一般会計 文部科学省

⑥多様な教育訓練システ
ムの充実等、職業能力の
形成支援に係る労働市場
の社会的基盤を整備す
る。

職業能力の形成支援に係る労働市場のインフラの
整備（再掲）

公共職業訓練、職業能力評価制度の整備、キャリ
アコンサルティング環境の整備、情報インフラの充
実等を実施する。

56,740,873 国民
Ⅱ.（１）①職業能力開発支援
の充実

継続 ○
一般会計・
特別会計

厚生労働省

子育て支援推進経費（私立高等学校等経常費助
成費補助金）

　預かり保育を実施する、あるいは子育て支援活
動を推進する私立幼稚園に特別な助成を行う都道
府県に対して補助する。

4,404 国民 継続 一般会計 文部科学省

放課後子ども教室推進事業（「放課後子どもプラ
ン」の推進）

　すべての子どもを対象として、放課後や週末等に
小学校の余裕教室等を活用し、安全・安心な子ど
もの活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画
を得て、学習活動やスポーツ・文化芸術活動、地域
住民との交流活動等の機会を提供する取組を支援
する。

学校・家庭・地域連
携協力推進事業費
補助金13,093百万
円の内数

地域 継続 ○ 一般会計 文部科学省

５　その他

仕事と生活の調和推進理解促進

「憲章」「行動指針」に基づき、施策の実施を推進す
るとともに、「カエル！ジャパン」キャンペーン等を推
進、国民の関心・理解の促進を図り、仕事と生活の
調和が実現した社会の姿、実現のための課題、関
連する施策について、広く国民に情報提供を行う。

6,762
国民
企業

継続 一般会計 内閣府
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憲章・指針 施策・事業名 概要 要求額(千円） 対象 当面の取組事項 新規・継続 重点施策 会計区分 府省名

仕事と生活の調和の実現
の進捗状況の点検・評価

仕事と生活の調和政策研究

 　仕事と生活の調和に係る実態や課題等を明らか
にし、施策の企画・立案に活かすとともに、国民の
関心を高めるため、
・既存の調査研究結果を収集して、データベースを
構築して、一体として情報提供する
・関係省庁、学識経験者、ＮＰＯ、民間シンクタンク
等の関係者が協力して、多様な観点から客観的・
専門的分析に基づいた政策の研究
　を行い、関係省庁等の施策や各主体の取組に反
映させる。

14,865 調査
1.(8) 調査研究とそれに基づく
情報発信の充実

継続 一般会計 内閣府

数値目標の設定や「仕事
と生活の調和」実現度指
標の活用により、仕事と
生活の調和した社会の実
現に向けた全体としての
進捗状況を把握・評価
し、政策への反映を図
る。また、憲章、本行動
指針の点検・評価を行う
ため、学識経験者、労使
の代表で構成される検討
の場を設け、数値目標や
「仕事と生活の調和」実
現度指標についても必要
に応じて見直すこととす
る。

仕事と生活の調和に関する先進的事例収集

地方公共団体、企業や働く者の取組を促すため、
関係機関等で既に収集されている事例情報を整理
するとともに、新たな事例を発掘する。その際、地
方公共団体については、積極的取組企業の表彰
や公契約上の配慮などの先進的事例を、企業等の
取組事例については、従前のような制度導入事例
のみならず、業務の効率化などを図り業績が向上
した事例や人事処遇制度を見直すことにより従業
員の仕事と生活の調和の改善や生産性向上に繋
がった好事例など、新たな視点から事例を収集・提
供する。

8,976 調査

1.(3)① 成功事例の発信

1.(8) 調査研究とそれに基づく
情報発信の充実

継続 一般会計 内閣府
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